
令 和 ２ 年 度 守 口 市 一 般 会 計 予 算 

令和２年度守口市の一般会計の予算は､次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 65,450,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 214条の規定により債務を負担する行為をすることができる 

事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第 230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、

利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、6,000,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができ 

る場合は、次のとおりと定める。 
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（１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用 

令和２年２月 20日提出 

守口市長 西 端 勝 樹 
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第１表　歳入歳出予算

歳 入 (単位：千円)

款 項

 1 市税 ２２，０１５，０４６

 1 市民税 ８，９８４，５２５

 2 固定資産税 ９，２２１，８６８

 3 軽自動車税 １６５，６３４

 4 市たばこ税 １，００７，４９２

 5 事業所税 ７４３，７００

 6 都市計画税 １，８９１，８２７

 2 地方譲与税 ２２７，０００

 1 地方揮発油譲与税 ５４，０００

 2 自動車重量譲与税 １６２，０００

3 森林環境譲与税 １１，０００

 3 利子割交付金 ２２，０００

 1 利子割交付金 ２２，０００

 4 配当割交付金 ９４，０００

 1 配当割交付金 ９４，０００

 5 株式等譲渡所得割交付金 ５８，０００

 1 株式等譲渡所得割交付金 ５８，０００

 6 法人事業税交付金 ５０，０００

 1 法人事業税交付金 ５０，０００

 7 地方消費税交付金 ２，９８０，０００

 1 地方消費税交付金 ２，９８０，０００

 8 自動車取得税交付金 １

 1 自動車取得税交付金 １

 9 環境性能割交付金 １１，０００

 1 環境性能割交付金 １１，０００

金 額
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(単位：千円)

款 項

10 地方特例交付金 １２８，０００

 1 地方特例交付金 １２８，０００

11 地方交付税 ７，４９０，０００

 1 地方交付税 ７，４９０，０００

12 交通安全対策特別交付金 １９，０００

 1 交通安全対策特別交付金 １９，０００

13 分担金及び負担金 １，０９５，７２１

 1 負担金 １，０９５，７２１

14 使用料及び手数料 ８７５，１６５

 1 使用料 ５７９，１９２

 2 手数料 ２９５，９７３

15 国庫支出金 １６，７６３，５２６

 1 国庫負担金 １５，５１９，９５８

 2 国庫補助金 １，１９８，２０２

 3 委託金 ４５，３６６

16 府支出金 ５，３４１，４４４

 1 府負担金 ４，１０２，９０９

 2 府補助金 ９３３，７５３

 3 委託金 ３０４，７８２

17 財産収入 １，５０１，５２２

 1 財産運用収入 ２３８，５２５

 2 財産売払収入 １，２６２，９９７

18 寄附金 ３５，０００

 1 寄附金 ３５，０００

19 繰入金 ４９８，４２０

 1 繰入金 ４９８，４２０

金 額
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(単位：千円)

款 項

20 繰越金 １

 1 繰越金 １

21 諸収入 ７９２，０５４

 1 延滞金及び過料 ６５，０００

 2 市預金利子 ２６６

 3 貸付金元利収入 １１，７９１

 4 収益事業収入 ９６，０００

5 雑入 ６１８，９９７

22 市債 ５，４５３，１００

 1 市債 ５，４５３，１００

６５，４５０，０００

金 額

歳 入 合 計
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歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 議会費 ４１２，２１３

 1 議会費 ４１２，２１３

 2 総務費 ６，２８３，８３６

 1 総務管理費 ５，２２１，４７７

 2 徴税費 ４３８，５０８

 3 戸籍住民基本台帳費 ４４９，５３２

 4 選挙費 ４３，３０２

 5 統計調査費 １０５，４４７

 6 監査委員費 ２５，５７０

 3 民生費 ３６，４９３，７６１

 1 社会福祉費 １３，６２３，１９９

 2 児童福祉費 １１，９７５，６０７

 3 生活保護費 １０，８９４，３２０

 4 災害救助費 ６３５

 4 衛生費 ４，２９５，２１１

 1 保健衛生費 ２，２８０，１６９

 2 清掃費 １，９７８，８５１

 3 上水道費 ３６，１９１

 5 産業費 ９６，２４９

 1 農業費 ３５，１１０

 2 商工費 ６１，１３９

 6 土木費 ４，０１０，５１７

 1 土木管理費 ４４６，４２１

 2 道路橋りょう費 １，０３３，１３５

 3 都市計画費 ２，２４８，６２１

 4 住宅費 ２８２，３４０

金 額
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(単位：千円)

款 項

 7 消防費 ２，１４０，２４８

 1 消防費 ２，１４０，２４８

 8 教育費 ５，９５４，８０７

 1 教育総務費 １，５３９，９７４

 2 小学校費 ３，６９９，７７４

 3 中学校費 ３９７，９３０

 4 幼稚園費 ８３，６２８

 5 社会教育費 ２３３，５０１

 9 災害復旧費 １

 1 災害復旧費 １

10 公債費 ５，７３３，１５７

 1 公債費 ５，７３３，１５７

11 予備費 ３０，０００

 1 予備費 ３０，０００

６５，４５０，０００

金 額

歳 出 合 計
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 第２表　債務負担行為

2,178 千円

16,200 千円

7,068 千円

5,934 千円

1,798,300 千円

4,882 千円

299,076 千円

6,545 千円

221,314 千円

375,120 千円

9,000 千円資 産 等 調 査 業 務 委 託 事 業 令和３年度まで

西 部 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー （ 仮 称 ）
レ ク リ エ ー シ ョ ン ホ ー ル 整 備 工 事 監 理 業 務 委 託 事 業

令和３年度まで

西 部 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー （ 仮 称 ）
レ ク リ エ ー シ ョ ン ホ ー ル 整 備 工 事

令和３年度まで

生 活 困 窮 者 自 立 支 援 等 業 務 委 託 事 業 令和７年度まで

市 庁 舎 省 エ ネ ル ギ ー 改 修 事 業 令和18年度まで

旧 南 小 学 校 解 体 工 事 監 理 業 務 委 託 事 業 令和３年度まで

旧 南 小 学 校 解 体 工 事 令和３年度まで

議 会 公 用 車 運 行 管 理 業 務 委 託 事 業 令和５年度まで

電 子 計 算 機 及 び 事 務 機 器 等 借 上 事 業 令和６年度まで

電 子 計 算 機 等 保 守 委 託 事 業 令和６年度まで

事 項 期 間 限 度 額

議 会 音 声 デ ー タ 反 訳 業 務 委 託 事 業 令和３年度まで
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141,998 千円

7,340 千円

16,052 千円

2,500 千円

73,000 千円

140,700 千円

旧 さ つ き 小 学 校 跡 地 公 園 整 備
工 事 監 理 業 務 委 託 事 業

令和３年度まで

旧 さ つ き 小 学 校 跡 地 公 園 整 備 工 事 令和３年度まで

土 居 公 園 再 整 備 工 事 令和３年度まで

再 資 源 化 選 別 業 務 委 託 事 業 令和３年度まで

道 路 パ ト ロ ー ル 業 務 委 託 事 業 令和４年度まで

放 置 自 転 車 移 送 保 管 業 務 委 託 事 業 令和４年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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 第３表　地方債

起債の 資金
方  法 区分

千円 ％以内 年以内 年以内

庁 舎 整 備 事 業 費 債 18,800 7.0 20 3

市 民 体 育 館 整 備 事 業 費 債 11,300 15 2

地区コミュニティセンター整備事業費債 152,300 20 3

文 化 セ ン タ ー 整 備 事 業 費 債 4,900 10 2

障がい者・高齢者交流会館整備事業費債 2,300 15 2

児 童 ク ラ ブ 室 整 備 事 業 費 債 3,000 20 3

市 民 保 健 セ ン タ ー 整 備 事 業 費 債 31,800 10 2

ご み 処 理 施 設 整 備 事 業 費 債 1,800 10 2

廃棄物等大阪湾広域処分場建設事業費債 1,700 10 2

上 水 道 事 業 出 資 債 34,400 30 5

街 路 築 造 事 業 費 債 111,000 20 3

公 園 築 造 事 業 費 債 78,600 20 3

公 共 交 通 施 設 整 備 助 成 事 業 費 債 16,400 20 3

公 営 住 宅 整 備 事 業 費 債 22,100 20 3

道 路 整 備 事 業 費 債 347,700 20 3

防 災 設 備 整 備 事 業 費 債 11,200 10 2

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 費 債 2,021,900 25 3

公 共 施 設 等 除 却 特 例 債 413,300 10 1

臨 時 財 政 対 策 債 1,868,000 20 3

起 債 の 目 的 限度額

借 入 条 件
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　市財政その他の都合によ
り、償還期間及び据置期間を
短縮し、もしくは繰上償還を
し、又は借換えることができ
るものとし、借入先の融通条
件があるときは、これに従う
ことができる。
　なお、借入先の都合その他
により起債前借又は翌年度に
繰越して借入れることができ
る。
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